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１. 中期目標期間(平成２１年度～平成２４年度)の業務実績について 

 

（１）評価の視点 

独立行政法人国立病院機構は、国立病院・療養所（国立高度専門医療センター及びハン

セン病療養所を除く。）の業務を承継して平成１６年４月に新たに独立行政法人として発

足したものである。 

本評価は、平成２１年２月に厚生労働大臣が定めた中期目標（平成２１年度～２５年度）

全体の業務実績について評価を行うものであり、評価結果を次期中期目標等へ反映させる

観点から、中期目標期間の最終年度に暫定的に実施するものである。 

当委員会では、「厚生労働省所管独立行政法人の業務実績に関する評価の基準」等に基

づき、平成２４年度までの業務実績の評価において示した課題等のほか、総務省政策評

価・独立行政法人評価委員会から示された「独立行政法人の業務の実績に関する評価の視

点」（平成２１年３月３０日同委員会。以下「政・独委の評価の視点」という。）等も踏

まえ、暫定評価を実施した。 

 

（２）中期目標期間の業務実績全般の評価 

当委員会においては、国立病院機構が独立行政法人として発足して以来、業務により得

られた成果が、「医療の提供、医療に関する調査及び研究並びに技術者の研修等の業務を

行うことにより、国民の健康に重大な影響のある疾病に関する医療その他の医療であって、

国の医療政策として国立病院機構が担うべきものの向上を図り、もって公衆衛生の向上及

び増進に寄与する」という国立病院機構の設立目的に照らし、公衆衛生の向上及び増進に

どの程度寄与するものであったか、効率性、有効性等の観点から、適正に業務を実施した

かなどの視点に立って評価を行ってきたところであるが、中期目標期間全般については、

次のとおり、独法化のねらいや期待に応え、医療・経営の両面において中期目標の水準に

対し、大きな成果を上げているものと評価できる。 

まず、診療事業では、地域連携クリティカルパスの実施や紹介率・逆紹介率の着実な向

上、地域医療支援病院の増加など、地域医療への取組を一層強化し地域医療に大きく貢献

しているほか、質の高い医療を提供するため、医療の標準化の推進や臨床評価指標の改善

と公表になどに取り組んでいる。また、重症心身障害や筋ジストロフィー、結核などの政

策医療にも着実に取り組んでおり、セーフティーネットとしての重要な役割を果たした。 

臨床研究事業では、国立病院機構のネットワークを活かした臨床研究活動やＥＢＭ（根

拠に基づく医療）の推進に向けた取組が順調に進捗したほか、質の高い治験の推進に向け

た取組も実績をあげている。 

教育研修事業では、高度な看護実践能力を持ちスキルミックスによりチーム医療を提供

していくことのできる看護師を養成することを目的として、平成２２年４月に開設された

東京医療保健大学と同大学院が行う看護教育に対し、国立病院機構として、機構病院での

実習の場を提供し積極的な協力を行った。また、各領域の専門性に秀でた指導医による実

地研修として「良質な医師を育てる研修」の充実を図るなど、医師のキャリア形成を支援

する体制整備も着実に取り組んでいる。 

業務運営の効率化と収支改善に向けた取組については、中期目標に掲げる経常収支に係
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る目標を４期連続して達成した。こうした全体としての大きな成果は、本部と病院の的確

な努力の結果であると高く評価する。 

今後とも、患者の目線に立った良質な医療と健全な経営とのバランスがとれた一層の取

組を期待したい。 

こうした第２期中期目標期間における４年間の成果を踏まえると、世界に冠たる日本

の医療システムにおいて、１４４の全国的な病院ネットワークを活かして国の政策医療

として担うべき医療等を提供している国立病院機構が果たしてきた役割は極めて大きく

意義深い。しかし、国立病院機構が今後とも引き続きその役割を担っていくためには、

患者の目線に立った良質な医療と健全な経営とのバランスに配意することはもとより、

医療技術の発展や新たな疾病への対応などの社会的要請に即時かつ的確に対応できるよ

う病院機能の拡充に向けた不断の見直しを自発的に行っていくことを求めたい。なお、

その見直しに当たっては、当然のことながら国立病院機構が果たすことが期待される責

任は今後一層増していくことが想定されることから、長期的に安定的な運営が確保でき

る十分な見通しを持った上で実施されるべきであることに留意されたい。 
中期目標に沿った具体的な評価結果の概要については、２のとおりである。個別項目に

関する評価資料については、別紙として添付した。 

 

２. 具体的な評価内容 

（１）診療事業 

    ① 患者の目線に立った医療の提供 

        平成１６年度より実施している患者満足度調査については、ネガティブクエスチョ

ンによる患者意識の明確化に努め、総合評価をはじめ、主要な項目で引き続き高い平

均値を維持しており、患者満足度向上に向けた継続的な取組を評価する。 

        セカンドオピニオン制度については、窓口を開設した病院数が平成２０年度に比し

１２病院増加（平成２４年度１４１病院）し充実が図られているが、平成２４年３月

に実施したセカンドオピニオン制度の充実に向けた取組等についての調査結果等を

踏まえ、引き続き、患者の理解や満足度の向上に努めてもらいたい。 

    この他、医療ソーシャルワーカーの増員、院内助産所や助産師外来の開設、土日外

来の実施など地域・患者・家族のニーズに合った取組を着実に進めていること、また、

全患者への「個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書」の発行について、正当な理

由がある病院を除いた１４１病院全てで対応していることを評価する。 

        これらの取組は、患者自身が医療の内容を理解し、治療の選択を自己決定できるこ

とに資する取組であり評価する。 

 

    ② 安心・安全な医療の提供 

        医療倫理の確立については、医療相談窓口の個室化、患者プライバシーに配慮した

外来ブースの整備、病棟面談室の増設を推進した。また、適切なカルテ開示による診

療情報の提供、インフォームド・コンセント推進への取組等を行うとともに、全ての

病院に倫理審査委員会を設置し、審議内容についても、ホームページ上で掲示するな
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ど、外部への公開を行っている。 

    医療安全対策については、平成２２年度から標準化を図ることを目的に病院間で相

互チェックを実施する体制を整備し、平成２４年度に「病院間における医療安全相互

チェック実施要綱」を作成した。また、医療安全対策の情報発信として、引き続き報

告された事故事例等から作成した「医療安全白書」の公表や「警鐘的事例」を共有す

るとともに、院内感染防止対策チームの設置や感染管理を専門分野とする認定看護師

を配置するなど、各病院の医療安全対策を推進する取組を評価する。この他、人工呼

吸器の機種の標準化については、各病院においてリスク管理等を考慮した上で適切な

機種を選定するための基本７要件を定め、病院の実情に応じた標準化を推進するなど

の取組を進めるとともに、使用医薬品の標準化も着実に進展している。 

        こうした取組は、国立病院機構内部はもとより日本全体の医療倫理、医療安全対策

の向上への貢献も期待され、安心・安全な医療の提供に資するものとして評価する。 

 

    ③ 質の高い医療の提供 

        クリティカルパスについては、実施件数が平成２０年度に比し１７．４％（平成２

４年度２８６，２２６件）増加し中期計画に掲げた目標を既に達成しているものの、

引き続き各病院等でその普及、改善に取り組んでいることを高く評価する。また、病

院から在宅医療まで一貫した地域連携による医療を実践するため、地域連携クリティ

カルパスを実施する病院数も着実に増加している。こうしたクリティカルパス及び地

域連携クリティカルパスの取組は、患者にとってわかりやすい医療の提供や医療の標

準化に向けた取組として評価する。 

        ＥＢＭ推進に向けた取組については、臨床評価指標の充実を図るため、平成２２年

度に構築した「診療情報データバンク」により全１４４病院を対象としてＤＰＣ・レ

セプトデータを用いて７０指標を確定し、国立病院以外の他の医療機関でも同様な指

標を作成できるよう、計測マニュアルとともに公表するなど、日本の医療の標準化及

び医療の質向上に貢献する取組として高く評価する。 

    また、厚生労働省の「医療の質の評価・公表等推進事業」を平成２２年度から実施

しており、ＤＰＣ対象病院の平成２３年度の１２ヶ月分のデータを収集・計測し、病

院毎の数値を載せた算出結果の報告を平成２４年度に公表している。 

        長期療養者をはじめとする患者のＱＯＬ（生活の質）の向上に向けた取組について

は、療養介助職の増員による日常生活のケアに関する介助サービス提供体制の強化や

重症心身障害、筋ジストロフィー病棟などの老朽化した病棟の整備、単調になりがち

な長期療養生活のアクセントとなるよう季節行事の開催や食事の提供に係るサービ

ス向上といった病院職員の発意による取組を評価する。 

    また、チーム医療の推進のための研修等、質の高い医療の提供に向けた取組を評価

する。 

 

  ④ 個別病院に期待される機能の発揮 

    「地域医療への貢献」については、地域連携クリティカルパスの実施、地域医療再

生計画への参加や地域医療支援病院の増加等により、地域の医療機関との連携につい
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て一層の強化・推進を図るとともに、４疾病５事業を積極的に実施し各都道府県の地

域医療計画に貢献している。また、紹介率・逆紹介率については平成２０年度に比し

紹介率で７．７ポイント（平成２４年度６１．６％）、逆紹介率で６．７ポイント（平

成２４年度４９．４％）増加し中期計画に掲げる目標を達成しているなど着実な取組

を評価する。 

    小児救急を含む救急医療については、平成２０年度に比し救急受診後の入院患者数

で８．３％（平成２４年度１６１，４１９件）、救急車による受入数で１５．４％（平

成２４年度１５４，５６３件）増加しており中期計画に掲げる目標を達成しており、

地域の救急医療体制の中での国立病院機構としての役割を適切に果たしていること

を評価する。 

    また、「政策医療の適切な実施」については、結核や精神科医療をはじめ適切に実

施されているが、とりわけ、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療

及び観察等に関する法律」（平成１５年法律第１１０号。以下「心神喪失者等医療観

察法」という。）に基づく指定入院医療機関について国立病院機構が全国の病床数の

約６割を占めるなど、職員の確保等様々な課題を乗り越え、政策医療のセーフティー

ネットとしての重要な役割を果たし国の政策に大きく貢献していることを高く評価

する。 

    この他、新型インフルエンザ発生時の対応として、全国８カ所の検疫所及び停留施

設に医師や看護師を派遣したことや、東日本大震災への対応として、災害医療センタ

ーがＤＭＡＴ事務局として全国のＤＭＡＴ約３４０班の急性期医療活動全体を指揮

するとともに、国立病院機構病院からも３５班のＤＭＡＴが出動し急性期のトリアー

ジや広域搬送等を実施したこと、切れ目のない医療班派遣により避難所で巡回診療等

を実施したこと、厚生労働省の要請に基づき、原子力災害直後から放射線被曝のスク

リーニングを行うチームを派遣し被曝スクリーニングを実施したこと、心のケアチー

ムを派遣し、被災者に対するメンタルヘルスケア等を実施したこと、また、復興支援

の取組として、東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う警戒区域内への住民の一時

立入りの際に医療班を派遣し、中継基地での医療ニーズに対応したことなど、国家の

危機管理への多大なる貢献を高く評価する。 

 

（２）臨床研究事業 

  ＥＢＭ推進のためのエビデンスづくりについては、引き続き国立病院機構のネットワー

クを活用した大規模臨床研究を推進しており、各課題で順調に症例が集積されるとともに

学会発表や論文投稿などの成果発表を行った。今後も具体的成果の情報発信を期待する。

また、新型インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）ワクチンに関する研究を行い、国のワクチン備蓄

決定に不可欠な情報収集を実施するなど、ワクチンに係る有効性・安全性の情報収集で重

要な役割を果たしたことを高く評価する。 

  質の高い治験の推進については、「新たな治験活性化５ヵ年計画」において国立病院機

構本部が中核病院、５病院が拠点医療機関として選定され、我が国の治験実施体制確立に

貢献し、治験・臨床研究コーディネーター（ＣＲＣ）の増員や入院治験をはじめとした難

易度の高い治験を積極的に実施し平成２１～２４年度の承認医薬品の約５割の治験に国
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立病院機構が関わるなど、ドラッグラグ解消に向けた治験の推進を行った。また、治験の

実施症例数について平成２０年度に比し８．０％（平成２４年度４，５９３例）増加して

おり中期計画に掲げる目標を達成していることを高く評価する。 

医師主導治験として、糖尿病腎症進展阻止のための抗血小板薬の有用性試験等を継続的

に実施している。 
さらに、独立行政法人理化学研究所との「包括的な連携・協力の推進に関する基本協定」

に基づき、ＮＫＴ細胞を活性化する肺がん細胞治療の開発についての臨床研究を開始した。 
これらの取組を踏まえ、平成２４年度に国際水準の臨床研究や医師主導治験の中心的な

役割を担う臨床研究中核病院整備事業に、国立病院機構を代表して名古屋医療センターが

申請し、平成２５年４月に選定されたことから、今後、国立病院機構のネットワークを活

かした臨床研究の実施、支援体制の整備が行われることを期待する。 

  この他、高度先端医療技術については、平成２４年度までに先進医療技術延べ５１項目

について実施しその実績を公表するとともに、職務発明においては、平成２４年度までに

４５件の特許の出願等を行った。 

  こうした国立病院機構のネットワークを活かした臨床研究や治験の推進は、日本の医療

の向上への貢献が期待される分野であり、国立病院機構のこれまでの実績を高く評価する

とともに、今後とも積極的、継続的な取組を期待したい。 

 

（３）教育研修事業 

  国立病院機構においては、医師の臨床研修、看護師等養成などに積極的に取り組んでい

ることが認められる。特に、高度な看護実践能力を持ち、スキルミックスによりチーム医

療を提供していくことのできる看護師を養成するため、平成２２年４月に開設した東京医

療保健大学看護学部と大学院看護学研究科において、国立病院機構の医療現場を最大限活

用した教育を行っており、大学院の高度実践看護コース（クリティカル領域）では、クリ

ティカル領域における「診療看護師（ＪＮＰ）」の育成に取り組み、迅速かつ的確な臨床

診断や高度な専門技術に基づいた看護を実践する能力を修得するため「救命救急センター

臨床研修プログラム」を作成し、医師が臨床教授として指導することとし、チーム医療の

推進に貢献している。 

  また、平成２３年度から厚生労働省の「看護師特定行為・業務試行事業」に参加するた

めの準備を進め、平成２４年度において、１０病院１４名が実施施設として厚生労働省の

指定を受け活動していることを先進的な取組として高く評価するとともに、今後の取組に

期待したい。 

  医師のキャリアパス制度については、初期臨床研修終了後の専門領域の研修制度である

後期臨床研修制度（専修医制度）の先進的な取組を評価する。また、本制度をより良いも

のとするために、最新の海外医療情報を得る機会の提供、さらには、全人的な医療を推進

できる医師育成のため、国立病院機構のネットワークを活用した各領域の専門性に秀でた

指導医による実地研修である「良質な医師を育てる研修」を開催し、更なる充実を図ると

ともに、大学との連携により国立病院機構病院内に連携大学院を設置し、所属医師が診療

しながら研究キャリアを積めるよう指導するなど医師のキャリアパス制度の確立に向け

た取組を評価するとともに、今後の積極的な取組を期待する。 
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  看護師のキャリアパス制度については、専任の教育担当師長の配置、研究休職制度や全

国統一の研修ガイドラインの運用などの様々な施策や、附属看護学校の全国平均を大きく

上回る高い看護師国家試験合格率について高く評価する。 

  地域医療への貢献として、地域の医療従事者を対象とした研究会や地域住民を対象とし

た公開講座等を積極的に実施し、平成２０年度に比し４４．１％（平成２４年度３，２２

６件）増加し中期計画に掲げる目標を上回る実績をあげていることを高く評価する。 

 

（４）総合的事項 

  個別病院ごとの総合的な検証については、個々の病院ごとに政策医療に係る機能、地域

医療事情、経営状況や病床数の適正化等について総合的な検証を実施し、当委員会で報告

するとともに、その結果を公表したことを評価する。また、厚生労働省の「国立病院・労

災病院等の在り方を考える検討会」報告書で労災病院との連携の強化が提言されたことを

受けて、医薬品や医療機器の共同購入を実施するとともに、両法人が主催する研修への相

互参加を実施し連携を強化していることを評価する。 

  エイズへの取組については、全国８ブロックのうち４ブロックの拠点病院に国立病院機

構の病院が指定されており、エイズ医療拠点体制の充実に努めており、引き続きブロック

拠点病院を中心として、総合的・包括的治療を行うための体制を強化するとともに、エイ

ズ医療の均てん化等を目的とした研修・会議を実施するなど積極的な取組を評価する。 

  また、各病院の診療情報を分析し医療の質向上を支援するため、総合研究センターに診

療情報分析部を設置し、診療情報データベースからＤＰＣ・レセプトデータを基に、地域

における各病院の役割・機能等を可視化するＳＷＯＴ分析等の多角的分析を実施するなど、

国立病院機構のネットワークを活用した診療情報の収集・分析を実施しており、医療の質

の向上と均てん化につながるエビデンスを集積することにより、今後の我が国における医

療政策への一層の貢献に期待したい。 

 

（５）効率的な業務運営体制の確立 

  本部機能の強化については、平成２１年度に内部監査を担当する専任職員を配置した

「業務監査室」を新設し、内部統制の充実を図った。また、平成２２年度に臨床研究の総

括、治験の推進、診療情報分析・情報発信を行う「総合研究センター」を新設して病院支

援業務の強化を行い、さらに平成２４年度に「経営情報分析部門」を設置し病院の経営情

報分析機能の強化を行った。 

  効率的な管理組織体制については、本部とブロック事務所との役割分担を明確にし、そ

れぞれの機能強化を進めながらも、平成２１年度までに削減してきた職員数を維持したま

ま業務運営を行うなど、効率的な業務運営体制を確立している。 

  また、非常勤職員やアウトソーシングを活用し適切な職員配置に努める一方、地域医療

連携部門の体制強化として、平成２４年度までに１３８病院の地域医療連携室に専任の職

員を配置した。また、医療安全管理部門の強化として、平成２３年度までに全ての病院の

医療安全管理室に専任の職員を配置し中期計画の目標を達成したことを評価する。 

  技能職の削減については、目標を上回る実績を引き続き上げているが、業務の質が低下

しないよう配慮を求めたい。 
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  全職員への業績評価制度については、引き続き全職員を対象に行っており、賞与に反映

するなどの取組を評価する。 

  この他、コンプライアンスを徹底し、国立病院機構の契約に関しても「契約監視委員会」

による点検・見直しの実施など、独立行政法人としてより透明性と競争性の高い契約の実

施に取り組むとともに、監事と連携した病院の抜打監査のほか、全病院に対し、毎年、会

計監査人による会計監査を実施していることを評価する。 

  再編成業務については、平成２５年度に統合を予定していた善通寺病院と香川小児病院

の統合を平成２５年５月に実施し、国から引き継いだ再編成を全て終了した。 

 

（６）業務運営の見直しや効率化による収支改善 

    ① 経営意識の向上、業務運営コストの節減等 

    各病院の機能・規模による病院の運営方針に応じた職員の適正配置を行うこと等に

より、診療報酬上の上位基準の取得を推進するとともに、材料費等のコスト抑制に努

めた結果、各年度において、１００％以上の経常収支率を達成したことを評価する。 

    さらに、本部で実施している医薬品の共同入札や、国立病院機構のスケールメリッ

トを活かした業務運営コストの節減に取り組んでいる。 

    後発医薬品の利用については、平成２４年度において数量ベースで３０．５％と中

期計画に掲げた目標値を上回っているものの、金額ベースでは９．８％と中期計画に

掲げた目標を下回っているため、患者負担の軽減や医療保険財政の改善の観点から、

今後も継続した取組を期待する。 

        一般管理費の節減については、平成２４年度において平成２０年度に比し３８．

５％削減し中期目標に掲げる目標を達成していることを評価する。 

    こうした各方面での努力が、（７）に記すような大きな収支改善に繋がったもので

あり、コスト節減については全体として評価する。 

 

    ② 医療資源の有効活用 

        医療機器の共同利用については、積極的な広報活動による他の医療機関との共同利

用の促進や、稼働実績の高い病院の取組を共有する等の努力により、平成２０年度に

比し２１．０％（平成２４年度６７，８５２件）増加し中期計画に掲げる目標を達成

していることを評価する。 

    ＩＴ化の推進については、各病院に導入している財務会計システム等のＩＴシステ

ムを平成２１年度に一斉更新した。また、医事会計システムの標準化を推進し、平成

２４年度末時点で１０５病院が実稼働していることは評価するが、今後とも全病院で

の標準化に向けた取組を期待する。 

 

    ③ 収入の確保 

    医業未収金の発生防止や徴収の改善については、７０歳未満の患者を対象とする高

額療養費の現物給付化や、事務担当者、看護師、医療ソーシャルワーカー等の組織的

な連携協力によって医業未収金の発生を未然に防止する取組等を推進するとともに、

医業未収金比率の高い病院への個別指導を実施した結果、医業未収金比率は平成２０
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年度に比し０．０６％（平成２４年度０．０５％）の削減となり、中期計画に掲げる

目標を達成していることを評価する。 

    診療報酬請求業務の改善については、引き続き医事業務研修などの各種研修を実施

し、職員の経営力の向上に努めるとともに、委託業者が作成したレセプトを職員がチ

ェックできるよう、本部でチェックシートを作成し、研修を実施した。 

    さらに、委託業者による診療報酬請求事務が適切に行われているか、委託業者とは

別の業者による点検を実施した。 

    競争的研究費の獲得については、研究内容や応募に係る情報を本部から病院に情報

提供を行う、１４４病院のネットワークを活用した受託研究を実施するなど、競争的

資金の獲得に努めている。 

 

（７）経営の改善 

（６）に記したような収支改善に向けた努力により、中期目標に掲げる目標値である各

年度の損益計算において、経常収支率１００％以上を達成した。 

こうした結果は、本部と病院の的確な努力の結果であると高く評価する。 

個別病院毎に視点を向けても、平成１９年度末に策定した経営改善計画（再生プラン）

の実施により、３０病院において改善目標を達成したことや赤字病院数の減少など着実な

経営改善を高く評価する。他方、再生プラン終了後の経営改善の取組として、平成２３年

度決算において減価償却前収支が赤字等となっている病院を対象に、病院改革による経営

の再建、改善を図ることを目的とした「機構病院リスタートプラン」を策定した取組を評

価するとともに、その計画目標達成に向けた更なる努力を今後も注視していきたい。 

 

（８）固定負債割合の改善 

国立病院機構発足時に承継した国時代の膨大な負債（平成１６年度期首：７，６０５億

円）と老朽化した病院を数多く抱えながらの経営の中で、建築単価の見直しをはじめとし

た様々な経営努力により、約定どおりの償還を確実に行った結果、毎年着実に固定負債を

減少させ、第二期中期計画開始直前の平成２０年度末の固定負債（５，９７１億円）を４

年間で１，３９２億円（２３．３％）削減したことを高く評価する。 

一方、耐用年数を越える老朽建物が多く存在しているため、患者の療養環境の改善の観

点から、計画的に投資を行い、建物整備を進めていくことが今後の課題である。 

 

（９）その他の業務運営等に関する事項 

人事に関する計画について技能職の削減に着実に取り組み、平成２４年度までに累計で

７８８名を削減し、中期計画に掲げる目標を達成したことを評価する。また、患者ＱＯＬ

の向上のための療養介助職の増員に努めており、今後も介護必要度に応じた療養介助職の

適切な配置を期待する。 

医師確保対策については、平成２１年度から「人材育成キャリア支援室」を設置し、研

修医と専修医の研修内容の充実を図るとともに、医師向けパンフレットの大学等関係機関

への配布や研修医・専修医向け情報誌を発行、また、平成２２年度から「医師キャリアに

関する検討会」を設置し、医師のキャリアに関する課題の抽出や具体的方策等の検討を行
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うなど様々な取組を評価する。 

障害者雇用については、業務の委託範囲や業務分担の見直し等により平成２４年度の雇

用率は２．１４％となり法定雇用率（常勤労働者に対して２．１％）を達成している努力

を評価する。 

広報に関する事項として、国立病院機構のパンフレットのホームページへの記載や地域

医療機関等に対する積極的な配布に加え、新型インフルエンザの発生状況や東日本大震災

での支援活動の状況をホームページで随時更新したこと、国立病院機構の経営評価指標の

公表など、国立病院機構の業務から得られた成果を積極的に情報発信したことを評価する。 


